
     

 

 

 

 

 

 

日本海における大規模地震に関する調査検討会 

報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年９月 

日本海における大規模地震に関する調査検討会 

 

 

 



     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



     

 

 

 

目次  
１． はじめに .................................................. 1 

１－１ 経緯 .................................................. 1 

１－２ 検討の進め方 .......................................... 3 

１－３ 海底断層ＷＧの設置について ............................ 3 

２．日本海における地震・津波について ............................ 4 

２－１ 最近の地震活動とプレート運動 .......................... 4 

２－２ 1700 年以降の被害を伴った地震・津波の発生履歴 .......... 5 

２－３ 津波堆積物調査 ........................................ 6 

（１）津波堆積物による津波高 ................................ 6 

（２）津波の発生履歴 ........................................ 7 

３．海底断層の設定 .............................................. 8 

３．１ 検討に使用したデータ .................................. 8 

３．２ 検討の手順等 .......................................... 8 

３．３ 断層の位置、長さ、走向の設定 .......................... 9 

３．４ 傾斜角の設定 .......................................... 9 

３．５ 断層下端の深さ ....................................... 10 

３．６ すべり角 ............................................. 11 

３．７ 陸側の延長を考慮した断層 ............................. 11 

４．過去地震の津波痕跡等との比較 ............................... 13 

４．１ 1964 年新潟地震 ....................................... 13 

（１）津波痕跡高との比較 ................................... 13 

（２）海底断層との対応 ..................................... 13 

４．２ 1983 年日本海中部地震 ................................. 13 

（１）津波痕跡高との比較 ................................... 13 

（２）海底断層との対応 ..................................... 14 

４．３ 1993 年北海道南西沖地震 ............................... 14 

（１）津波痕跡高との比較 ................................... 14 

（２）海底断層との対応 ..................................... 15 

５． 津波断層モデルの断層パラメータ ........................... 16 



     

 

 

 

５．１ すべり量 ............................................. 16 

（１）断層面積と地震規模（地震モーメント）との関係 ......... 16 

（２）断層すべり量と地震規模（地震モーメント）との関係 ..... 16 

（３）すべり量の分散の考慮 ................................. 18 

５．２ 断層上端の深さ・断層幅 ............................... 18 

５．３ すべり角の設定について ............................... 19 

５．４ 大すべり域 ........................................... 20 

（１）大すべり域の設定 ..................................... 20 

（２）大すべり域の位置の設定 ............................... 20 

５．５ 1993 年北海道南西沖地震に相当する断層 ................. 20 

５．６ 本検討会で設定した津波断層モデル ..................... 21 

５．７ 本検討会での検討と地震調査委員会（2003a）での検討における

考え方（比較） ............................................... 22 

５．８ 今回想定した地震の発生の切迫性について ............... 24 

６．津波断層モデルによる 50ｍメッシュでの津波計算 ............... 25  

６．１ 計算方法・条件 ....................................... 25  

６．２ 津波の検討ケース ..................................... 26  

６．３ 計算結果 ............................................. 26  

（１）過去の地震による津波高との比較 ....................... 26  

（２）全断層の最大となる津波高（帯図（平地・全体）） ........ 27  

（３）各断層・各市町村における平均津波高・最大津波高 ....... 27  

（４）関係道府県へ影響の大きな津波断層モデル ............... 28  

６．４ 日本海で発生する津波の特徴 ........................... 28  

（１）津波の高さと到達時間 ................................. 28  

（２）津波の伝わり方 ....................................... 29  

７ おわりに ................................................... 30  

（参考）本検討会における用語の取扱について ..................... 36  

（１）海底断層等に関する用語 ............................... 37  

（２）反射法地震探査に関する用語 ........................... 37  

（３）アスペリティに替わる用語 ............................. 37  



     

 

 

 

（４）「断層モデル」等の呼称 ................................ 38  

（５）マグニチュード ....................................... 39  

（６）津波に関する用語 ..................................... 41 

 

日本海における大規模地震に関する調査検討会委員名簿 ......... 42  

日本海における大規模地震に関する調査検討会開催履歴 ......... 43  



   

1 

 

１．  はじめに  

１－１ 経緯  

 平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は、我が国の観測

史上最大のマグニチュード 9.0 という巨大な地震であり、これに伴い発生

した大規模な津波により、広域にわたって被害が発生するなど、東日本大

震災は未曽有の災害となった。多くの国民が、「災害には上限がない」こと、

「津波災害に対する備えが必要である」ことを改めて認識し、国において

も、最大規模の災害が発生した場合にも避難等により「なんとしても人命

を守る」という考え方で防災対策を検討することの重要性が改めて認識さ

れた。このため、中央防災会議に設置された「東北地方太平洋沖地震を教

訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」の報告（平成 23 年 9 月）を

踏まえ、南海トラフの巨大地震を対象として、科学的知見に基づき想定す

べき最大クラスの地震・津波について検討が行われた。 

また、平成 23 年６月には津波対策に関する基本法ともいうべき津波対策

の推進に関する法律（平成 23 年法律第 77 号）が成立し、さらに、平成 23

年 12 月に、ハード・ソフトの施策を柔軟に組み合わせて総動員させる「多

重防御」の発想により、国、都道府県及び市町村の連携・協力の下、総合

的な地域づくりの中で津波防災を効率的かつ効果的に推進することを目的

として、津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号。以下

「津波防災地域づくり法」という。）が成立した。 

日本海においても、近年の地震を見ると、1940 年積丹半島沖地震（Ｍ

w7.6）、1964 年新潟地震（Ｍw7.6）、1983 年日本海中部地震（Ｍw7.7）、1993

年北海道南西沖地震（Ｍw7.7）と、日本海東縁部では 10～20 年間隔で津波

による大きな被害を伴う地震が発生している。 

1983 年日本海中部地震では、早いところでは７分程度で津波が到達し、

津波の高さは高いところで 10m 以上、死者 104 名（秋田県で 83 名など）（内

閣府,2014）の被害が発生した。1993 年北海道南西沖地震では、日本海中

部地震の経験を踏まえ、地震直後に避難を開始し、助かった人も少なくな

いが、奥尻島へは僅か３分程度たらずで津波が到達し、津波の高さは高い

ところで 15m 以上、死者・行方不明者 230 名（自治省消防庁,1994）（奥尻

島で 202 名(北海道,1995)など）の被害が生じた。日本海における地震では、
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津波が到達するまでの時間が短く、局所的に甚大な被害が発生しており、

日本海沿岸の道府県では、このような地域的な特徴を踏まえ、津波に対し

十分な備えを進めることが喫緊の課題となっている。 

最大規模の津波の発生要因となる地震は、太平洋側では南海トラフや相

模トラフ沿い、日本海溝や千島海溝沿いのマグニチュード８〜９クラスの

海溝型巨大地震である。一方、日本海側ではマグニチュード７〜８クラス

の活断層タイプの地震であり太平洋側に比べ小さい。日本海側の地震につ

いては、太平洋側の海溝型巨大地震に比べると、歴史記録や津波堆積物等

の地質記録が少なく調査研究も遅れている。マグニチュード８クラスの海

底断層の把握に必要不可欠な構造探査データについては、日本海側におけ

る既存の大量のデータが存在するが、これらを用いた海底断層の統一的な

整理はこれまでなされていなかった。 

 津波防災地域づくり法に基づき、沿岸道府県では、日本海における最大

クラスの津波断層モデルに基づき津波浸水想定の設定を行うこととなるが、

日本海における過去の津波被害事例を見ると、被害が局所的であることか

ら、南海トラフ沿いや日本海溝・千島海溝沿いの海溝型地震のように広域

的な防災対策の観点からの国による最大クラスの津波断層モデルの検討は

行われてこなかった。このため、各関係道府県においてそれぞれ津波断層

モデルの検討が行われているが、統一的な津波断層モデルがないため、各

道府県内の津波高に主眼が置かれるあまり、県境付近などの同じ領域で大

きく異なる津波断層モデルが想定されるなど、日本海沿岸地域全体として

の整合性が図れていない状況であった。このため、国に対し、日本海側の

津波対策を講じる上で、統一的・整合的な津波断層モデルを設定するよう

要請があった。 

国土交通省は、これを受け、平成 25 年１月に日本海における最大クラス

の津波断層モデルの設定等を目的とした「日本海における大規模地震に関

する調査検討会」（座長：阿部勝征 東京大学名誉教授、共同事務局：内閣

府、文部科学省）を設置した。本検討会は計８回の会合を重ね、本報告書

をとりまとめた。 
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 １－２ 検討の進め方  

日本海側で発生する地震は、太平洋側で発生する海溝型地震のように、

同一場所で繰り返し発生が確認されるような地震ではないことから発生メ

カニズムのモデル化が極めて難しく、また発生する地震の規模も太平洋側

に比べると小さいことから、過去の地震に関する資料及び地震の発生メカ

ニズム等に関する科学的知見等の蓄積は、太平洋側で発生する海溝型地震

に比べ十分ではない。 

一方、日本海では海域の地質情報整備のための構造探査が日本海の浅部

海域で比較的網羅的に実施されており、石油等の資源探査のためのやや深

部の構造探査データも広域的に存在する。さらに最近は深部構造探査も進

められている。 

本検討では、これらの状況を踏まえ、これまでに得られている資料をも

とに、次の通り検討を進めることとした。 

①  既存のデータや知見を収集・整理するとともに、これまでに得られてい

る大量の構造探査資料を活用し、日本海側で想定される津波発生の要因

となる大規模地震の津波断層モデルを検討。 

②  設定した津波断層モデルによる津波の全体像を評価するため、津波の概

要が把握できる 50ｍメッシュで津波を計算。 

③この結果をもとに各道府県で津波が高くなる津波断層モデルを選定。 

 

 １－３ 海底断層 WG の設置について  

津波発生の要因となる海底断層の検討にあたっては、大量の構造探査デ

ータを整理・分析する活断層等の解析に係る専門的知見が必要となること

から「海底断層ワーキング・グループ」（主査：岡村行信 独立行政法人産

業技術総合研究所 活断層・火山研究部門首席研究員、以下海底断層ＷＧ

という）を検討会の下に設置し、日本海の海底断層について計６回開催し

検討を行った。   
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２．日本海における地震・津波について  

日本海で発生した地震・津波に関する地震・津波観測記録、歴史記録に

基づく地震発生履歴、震度分布、津波高、津波の波源域及び震源断層モデ

ル等に関する資料を収集・整理した。また、津波堆積物についても、最新

の資料を含め、これまでに実施された日本海側の調査結果を収集し、日本

海で発生した過去の津波の履歴等について整理した。 

 

２－１ 最近の地震活動とプレート運動  

日本周辺の最近（1997 年以降）の震央分布を図１に示す。この図から、

日本海で発生する地震は、日本海東縁部で多く日本海南縁部で少ないこと

が分かる。活動が高い日本海東縁部の中でも、1983 年日本海中部地震、1993

年北海道南西沖地震及び、2007 年能登半島地震（Ｍw6.8）や 2007 年新潟

県中越沖地震（Ｍw6.7）の余震域で地震活動が高くなっている。 

日本海東縁部の北海道西方沖から新潟県沖には、多くの断層・褶曲が分

布し「日本海東縁部のひずみ集中帯」と呼ばれている領域があり、西に位

置するユーラシアプレート（もしくはアムールプレート）と東に位置する

北米プレート（もしくはオホーツクプレート）の幅の広いプレート境界と

考えられている（図２、図３参照）。 

太平洋側で発生する海溝型の地震は、海溝やトラフから海洋プレートが

沈み込むことにより明瞭なプレート境界が形成され、その境界で発生する

地震によりひずみを解消すると考えられている。これに対し、日本海東縁

部では、プレート境界に沿って南北方向に分布する何条かの断層・褶曲帯

が発達しており、圧縮力によるひずみは幅を持った領域全体で解消される

こ と に よ り 地 震 が 発 生 す る も の と 考 え ら れ て い る (地 震 調 査 委 員 会

(2003a))。即ち、日本海東縁部で発生する地震は、内陸の活断層タイプの

地震と同様の発生メカニズムを持つと考えられている。 

日本海南縁部では、2000 年鳥取県西部地震（Ｍw6.8）、2005 年福岡県西

方沖の地震（Ｍw6.7）など日本海の沿岸近くの内陸部で被害を伴う地震が

発生しているが、東縁部に比べると地震活動は低調で、大きな被害を伴う

津波の歴史資料は、現時点では確認されてない。しかしながら、津波堆積

物調査を含め、過去の地震及び津波の履歴等に関する調査は重要である。 
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２－２ 1700 年以降の被害を伴った地震・津波の発生履歴  

日本海（沿岸部を含む）で発生した過去地震について、収集した地震観

測記録や歴史記録に基づき、発生履歴・発生場所等について整理した（図

４～６、表１）。なお、歴史地震については主に宇佐美・他（2013）を利用

した。 

津波を伴った地震として最も古いものは 850 年に遡ることができる。Ｍ

６以上の地震の発生履歴をみると、1700 年以前と以後で発生頻度が大きく

異なっており、1700 年以前については地震が見落とされている可能性が考

えられる。このため、比較的データが整理されていると考えられる 1700

年以降のデータで発生履歴を見ると、約 300 年間で、Ｍ６以上の地震は 60

回発生し、このうち津波を発生させた地震は 22 回、被害が発生した津波を

伴った地震は９回発生している。 

これらの地震の震源は日本海沿岸の近海部に分布し、ひずみ集中帯のあ

る日本海東縁部とそれよりも西側にあたる日本海南縁部に分けて見ると、

東縁部では逆断層タイプの地震が発生し、南縁部では横ずれタイプの地震

が発生している。また、東縁部で発生する地震は、南縁部に比べ、規模の

大きな地震が比較的多く発生している。この特徴は最近の地震観測結果に

よる地震の分布とも良く整合している。 

日本海東縁部で発生したマグニチュード 7.5 以上の地震を見ると、近年

では、1940 年積丹半島沖地震（Ｍw7.6）、1964 年新潟地震（Ｍw7.6）、1983

年日本海中部地震（Ｍw7.7）、1993 年北海道南西沖地震（Ｍw7.7）がある。

この最近の活動から見ると、日本海東縁部の領域では、約 10 年から 20 年

間隔で大きな津波を伴う地震が発生していると言える。 

1700 年以降の日本海で津波を伴った主な過去地震における津波の高さ

や、津波波源域（ただし、最近の地震については余震域）を図８から図 17

に示す。これら地震の震度分布は宇佐美（1994）または宇佐美（2003）か

ら、津波の高さは羽鳥・片山（1977）等から、津波波源域については、羽

鳥・片山（1977）及び樋渡・他（2002）によるものを引用した。 

 日本海東縁部で特に津波の規模が大きかった地震は、1833 年庄内沖の地

震、1983 年日本海中部地震、1993 年北海道南西沖地震の３地震である。1983
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年日本海中部地震では、東北地方の沿岸部では高いところで 10m 以上の津

波が、1993 年北海道南西沖地震では、北海道の沿岸部で最大約 10m、奥尻

島では高いところで 15m 以上の津波が襲った。 

 なお、日本海における最大の津波として、1741 年に北海道渡島半島沖で

発生した津波がある。松前町では 20m を超す津波があったと言われている

が、これは渡島大島の火山活動に伴うもので、地すべりモデルで各地の津

波を説明できるとされている（佐竹・加藤,2002)。このことから、この津

波は今回の検討の対象外とすることとした。 

 

２－３ 津波堆積物調査  

過去の津波の大きさや発生履歴等を明らかにする調査として、近年、津

波堆積物調査が実施されている。日本海側では北海道大学及び北海道立総

合研究機構、秋田県、新潟県、鳥取県等により実施されている。これらの

調査結果を収集した。調査地点を図 18 に示す。 

（１）津波堆積物による津波高 

  今回整理した津波堆積物のうち北海道大学及び道立総合研究機構のデ

ータから、当時の津波の水位の推定を以下の手順で行った。 

①津波堆積物の基底標高 

調査地点における露頭柱状図と地表面の標高から、堆積物の基底の現

在の標高を計測した。 

②地殻変動の補正 

日本海東縁部は、最終間氷期最盛期（12.5 万年前）に形成された海成

段丘が広く分布しており、全体として隆起が卓越している地域とされて

いる。これらの段丘面の現在の標高から、12.5 万年前以降の各地点にお

ける平均隆起速度を推定することができる。このため、数百～数千年前

の津波襲来時においては、地形面（津波堆積物の基底）は現在よりも低

い標高にあったと考えられ、津波堆積物の基底標高については、津波襲

来年代×平均隆起速度（図 19）から求めた隆起量を差し引いた値とした。 

なお、奥尻島に関しては 1993 年北海道南西沖地震の際には沈降した

ことが知られているが、長期的には隆起しているとして、津波水位を推

定することとした。 
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③  津波高の推定 

津波堆積物をもたらした津波の浸水深については、津波堆積物の厚さ

や礫（れき）の大きさとの関係が明確ではないことから、津波堆積物か

ら推定した津波高と津波計算結果による津波高とを比較する際には、こ

の点に留意が必要である。今回の検討では、津波堆積物から推定する津

波高は、津波堆積物の基底標高（地殻変動補正後）に２m を加えた数値

を比較の参考として与えることとした（図 20）。 

日本海東縁部は、全体として隆起しており古い堆積物ほど形成後の隆

起量が大きいはずである。このため、ある地点で年代の異なる複数の堆

積物があった場合には、最新の津波堆積物が示す津波高がその地点の最

高の津波高となるため、各調査地点で見つかっている最新の津波堆積物

の高さだけを評価に使用した。 

上記の方法により推定した各調査地点における最高津波水位は表２

のとおりである。なお、北海道上ノ国町ラスタッペの津波堆積物につい

ては、調査地点周辺で同様の堆積物が見られないことから今後更なる調

査が必要とされており、今回は資料として記載するに留めた。 

 

（２）津波の発生履歴 

各調査地点の津波堆積物には、歴史地震である 1833 年庄内沖の地震、

1983 年日本海中部地震、1993 年北海道南西沖地震によるものの他、それ

以前の津波堆積物も見つかっている。日本海側の津波堆積物調査はまだ

十分に実施されていない状況であるが、これらの分布と発生年代を図 21

にまとめた。 

現時点においては、津波堆積物により津波の発生履歴等を推定するこ

とは難しく、精度の高い堆積物の年代測定や調査範囲の拡大など今後の

調査によるデータの蓄積が必要と考えられている。 
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３．海底断層の設定  

 日本海において現時点で把握されている地震の発生履歴は、遡れる期間

も短く地震の数も少ない。一方で、日本海で想定する地震は、活断層タイ

プの地震であり、その発生間隔は千年或いはそれ以上である可能性がある

ことから、現時点の発生履歴に基づき想定すべき地震を検討することは不

適当である。このため、今後発生の可能性のある地震を想定するため、日

本海の海底断層について最新のデータや知見に基づく評価を海底断層ＷＧ

において行うこととした。（詳細は：海底断層ＷＧ報告参照） 

 

３．１ 検討に使用したデータ  

  海底断層ＷＧの検討では、以下の３機関が保有する既存の反射法地震探

査のデータを利用した。 

 ・独立行政法人 産業技術総合研究所 反射断面 

 ・独立行政法人 海洋研究開発機構 反射断面 

 ・独立行政法人 石油天然ガス・金属鉱物資源機構 反射断面 

産業技術総合研究所及び海洋研究開発機構の測線図を図 22、図 23 に示

す。これらのデータによる断層の認定においては、認定が困難な以下の一

部地域が含まれている。 

①  奥尻島の西側については、調査は実施されているが、北海道南西沖地

震後に広域的な斜面崩壊が多数観察されており、この周辺は堆積物が

保存されにくく断層や褶曲構造の推定ができない。 

②  富山湾沿岸においては、地形及び地質条件によって、断層の認定が困

難な地域がある。 

③  島根半島沖については、35 年以上前に取得された反射断面データが中

心で、断層の認定が困難である。 

④  沖合海域では、反射断面データの密度が低下する。 

 

３．２ 検討の手順等  

海底断層ＷＧでは、海底断層の検討において、以下の手順で検討を進め

た。 

・測線数が最も多い産業技術総合研究所の反射断面データの解釈に基づい



   

9 

 

て海底の断層トレースを設定。 

・海洋研究開発機構等の反射断面データでも断層の解釈を行い、上記の海

底の断層トレースと比較して断層の有無や傾斜方向を確認し、必要に応

じて追加・修正した。 

・島根半島沖については、上記以外のデータとして中国電力による探査デ

ータに基づく現時点における活断層評価も参照することとした。 

・各断層を地質構造と地震発生メカニズムに基づいて逆断層と横ずれ断層

に区分し、逆断層については、西傾斜・東傾斜に分類した。 

・最大規模の津波想定のための津波断層モデルを設定することを念頭に、

同時に破壊すると考えられる概ね 40km 程度以上となる長さの断層帯を

グルーピングした。 

・グルーピングは、断層離隔距離だけでなく、断層面の傾斜方向や関連す

る地質構造も考慮して判断した。 

・一連の断層帯と評価しても、複数のセグメントからなると判断した場合

には、セグメントの境界線を引き、セグメントに分けることとした。 

  

３．３ 断層の位置、長さ、走向の設定  

海底断層ＷＧにおいては、58 断層を設定した。今回設定した断層トレー

ス図を図 24 に示す。また、グルーピング結果を図 25 に示す。グルーピン

グ結果を元に各断層の位置・長さ・走向を設定した。 

なお、1993 年北海道南西沖地震に相当する地震の断層については、３．

１で述べたとおり、反射断面データによる断層の設定が困難（図 26-1～図

26-3）であるため、別途、既存の地震・津波観測結果に基づく断層モデル

を参考に設定することとした（５．５参照）。 

 

３．４ 傾斜角の設定  

上記で用いた反射断面の解釈から直接決めることができたもの以外は、

断層の種別と形成場のテクトニクスを考慮し、ほほ垂直に近いものを 90°、

45°前後のものあるいは傾斜角が不明なものは 45°に区分した。それ以外

で高角なものは 60°、低角なものは 30°とした。 

 



   

10 

 

 

30°とした断層 F01※ 1,F09,F16,F19,F24 

45°とした断層 F02,F03,F04,F05,F06,F07,F08,F10,F11,F12,F13, 

F14※ ２ ,F15※ ２ ,F17,F18,F20,F21,F22,F23,F25,F26,F27, 

F28,F29,F30,F31,F32,F33,F34,F35,F36,F37,F38,F39,F

40,F41,F42,F43,F44,F45 

60°とした断層 F46,F47,F48,F49,F50,F51,F52,F55,F56,F57 

90°とした断層 F53,F54,F58,F59,F60 

※１：F01 は,6 ㎞より深部を 30°とし、深さ 6 ㎞までは 45°とした。 

※２：F14 及び F15 は北海道南西沖再現モデルを参考に南側のセグメントについ

ては 60°とした。 

東北日本海沖の活断層は、日本海形成時に活動した正断層が、逆断層と

して反転したものが多い。傾斜角は、形成時は正断層のため高角であった

ものが、日本海の拡大による地殻の伸展変形の進行に伴って、回転（傾斜）

した結果、45゜前後の傾斜を示すものが多く見られる。これに対して、西

南日本海沖の断層群は、正断層として形成されたものの、伸展による回転

が少なく 60゜前後の角度を示すものが多く見られる。 

 

３．５ 断層下端の深さ  

佐藤・他（2014）では、日本海東縁の地殻構造調査による新たな知見や

海底地形・地質学的な知見をもとに暫定的に日本海周辺の地殻構造を大陸

地殻・背弧リフト・厚い海洋地殻・海洋地殻の 4 つの地域に区分している

（図 27）。また、異なる岩石から構成される地殻の脆性・延性領域の深度

が、温度構造・ひずみ速度・構成岩石などを仮定し求められている。この

ように現在も日本海における地震発生層に関する調査が進められていると

ころであるが、今回の検討では、これらの調査結果を踏まえ、地震発生層

の深さ（断層下端の深さ）を以下の通り設定することとした(図 28)。 

・海洋地殻と大陸地殻境界に位置する６断層（F09,F10,F11, F17,F24, F25）

は下端の深さ 18km とした。 

･海洋地殻と厚い海洋地殻の境界に位置する２断層（F16, F19）は、18 km

もしくは 25 km となるが、津波への影響についてそれぞれ評価を行っ
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た(図 29)。両者に違いはあるものの大きな差異が無いことから、断層

パラメータとしては従来の断層下端の深さに近い 18 km とした。 

･その他の断層はすべて 15 km と設定した。 

 

３．６ すべり角  

 すべり方向は、断層面上の最大せん断応力の方向と一致すると仮定して、

すべり角を推定することを基本とした。 

応力の方向は、セントロイドモーメントテンソル(CMT)解データに基づ

い て 推 定 し た 日 本 島 弧 全 域 三 次 元 構 造 応 力 場 （ Terakawa and 

Matsu ’ura,2010）の結果を用いた（図 30）。ただし、本データの領域外の断

層については、地震調査研究推進本部（2003a）による日本海東縁部の震源

断層面の平均的なずれの向きから求められる圧縮軸の水平方向（N80W）を

用いることとした（図 31）。 

各断層におけるすべり角の分布を図 32 に示す。東北地方から北海道地

方の沿岸にかけては、90°に近い断層すべり角となった。また、能登半島

より、西側では断層すべり角が 0°付近もしくは±180°付近に集中してい

る（図 32）。 

 

３．７ 陸側の延長を考慮した断層  

海底断層 WG では、海域の反射法地震探査による反射断面データにより海

底断層の設定を行った。一方で、2005 年福岡県西方沖の地震のように陸域

から海域へつながる断層によって地震動による被害が生じており、地震防

災の観点では陸域の断層だけでなく海域へ接続する断層について考慮する

必要がある。同様に津波防災の観点でも、海域から陸域へつながる場合、

地震規模に応じ断層変位（すべり量）も大きくなり津波も大きくなると考

えられることから、陸域の断層への接続を考慮する必要がある。 

このことから、本検討では陸側へ繋がる断層については、既存の地震調

査研究推進本部の評価や電力会社による断層モデルを参照することとした。 

断層番号 陸域の断層(参照した評価) 

F53 熊川断層への接続（関西電力（2013）を参照）。 

F54 郷村断層へ接続（地震調査委員会（2004）を参照）。 
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F59 菊川断層へ接続（地震調査委員会（2003b）を参照）。 

F60 西山断層へ接続（地震調査委員会（2013）を参照）。 

 (注)F52 の陸側延長については現時点で評価が分かれており今回は陸側

への接続は行わなかった。 
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４．過去地震の津波痕跡等との比較  

日本海東縁部で発生した過去地震（1964 年新潟地震、1983 年日本海中部

地震及び 1993 年北海道南西沖地震）の津波断層モデルについて収集した。

収集した断層モデルは表３に示す。 

これらモデルを用い、今回用いる海底及び陸域の地形の妥当性等を評価

するため、50ｍメッシュでの津波計算を過去地震の津波痕跡高等との比較

を行った。また、これら津波断層モデルと今回設定した海底断層との対応

についても評価した。 

 

４．１ 1964 年新潟地震  

 1964 年新潟地震に関する断層モデルのうち、Abe(1975）モデルによる津

波計算結果と痕跡高との比較、海底断層との対応を検討した。 

（１）津波痕跡高との比較 

  津波痕跡高との比較図を図 33 に示す。新潟県北部の最大５m から６m

の痕跡高を含めて、全領域の観測データを再現できており、今回用いる

津波計算の方法は概ね妥当なものと言える。 

（２）海底断層との対応 

  断層の位置及び走向、傾斜方向から海底断層ＷＧで設定した F34 の南

側セグメントが新潟地震の震源断層に対応している。今回設定した海底

断層は、過去に発生した地震の断層を概ね表現しているものであると思

われる。 

 

４．２ 1983 年日本海中部地震  

 1983 年日本海中部地震に関する津波断層モデルのうち、Aida(1984）モ

デルによる津波計算結果と痕跡高との比較及び海底断層との対応を検討し

た。 

（１）津波痕跡高との比較 

津波痕跡高との比較図を図 34 に示す。全領域の観測データを概ね再

現できている。しかし、最大の痕跡高となっている秋田県八峰町の痕跡

高を再現できていない。 

津波が水深の浅い海域を伝搬する際に、波形や水深等の条件によって
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は、津波が短い複数の波に分裂し津波高が増幅すること（ソリトン分裂）

がある。八峰町の津波痕跡についてはこのソリトン分裂により津波が高

くなったことによるものであると推定されている（首藤,1984）。 

今回は 50ｍメッシュでの概略計算でありソリトン分裂を再現するモ

デルとなっていない。従って、今回の 50ｍメッシュでの津波計算は、全

体的な津波の高さを概観するには概ね妥当なものであるが、ソリトン分

裂等により高くなった津波は計算できていないことに留意する必要があ

る。 

（２）海底断層との対応 

  断層の位置及び走向、傾斜方向から海底断層ＷＧで設定した F24 が日

本海中部地震の震源断層に対応している。今回設定した海底断層は、過

去に発生した地震の断層を概ね表現しているものであると思われる。 

 

４．３ 1993 年北海道南西沖地震  

1993 年北海道南西沖地震に関する断層モデルのうち、高橋・他 (1995）

モデルによる津波計算結果と痕跡高との比較及び海底断層との対応を検討

した。 

（１）津波痕跡高との比較 

津波痕跡高との比較図を図 35 に示す。全領域の観測データを概ね再

現できている。しかし、最大の痕跡高となっている奥尻島の痕跡高を僅

かに再現できていない。この津波痕跡高の地点は岬付近の崖地であり、

50m メッシュでの計算方法では再現困難な地形効果によるものと考えら

れる。より詳細なメッシュによる微地形を用いることでこのような局所

的に高くなっている痕跡高については再現できる可能性がある。また、

奥尻島の南側においては、ソリトン分裂により、より高い津波となった

との指摘がある（Sato,1996）。 

従って、今回行う 50ｍメッシュでの津波計算は、1983 年日本海中部

地震での比較検討と同じく、全体的な津波の高さ等を概観するには概ね

妥当なものであるが、海底地形、海岸地形及び陸上地形等を 50ｍメッシ

ュで近似したものであり、地形等の影響及びソリトン分裂等により、局

所的により高くなる津波は計算できていないことに留意する必要がある。 
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（２）海底断層との対応 

高橋・他（1995）モデルの北側のセグメントについては、海底断層Ｗ

Ｇで引いた断層トレースと一部対応する。一方で、南側のセグメントに

ついては、地震時の奥尻島の津波高や沈降を説明するため奥尻島西方沖

に西傾斜の逆断層のセグメントを設定しているが、今回のデータからは

対応する断層を確認することができなかった（図 26-1～図 26-3）。この

地域では、1993 年北海道南西沖地震後の調査で、広域的な斜面崩壊が多

数観測されており、地形及び地質条件によって、反射断面データによる

断層の認定が困難な地域と考えられる。今後、深部の探査を含めたさら

なる調査が必要である。 

以上のことから、今回実施する 50ｍメッシュでの津波計算は、各津波

断層モデルによる津波の高さを全体的に概観するには妥当なものである

と評価される。しかし、地形の影響やソリトン分裂等により局所的に高

くなる津波等は評価できないことから、今回の津波の計算結果の利用に

あたっては、このことに留意する必要がある。 

また、今回設定した日本海における最大クラスの海底断層は、海底断

層を評価するには資料が不足している奥尻島の西部等の一部の領域を除

き、過去に発生した地震の断層とも対比する概ね妥当なものであると考

えている。 
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５． 津波断層モデルの断層パラメータ  

５．１ すべり量  

断層パラメータのうち、津波への影響の大きいすべり量の設定のために

は、地震規模と断層面積・断層長・すべり量の関係（スケーリング則）が

必要となる。 

（１）断層面積と地震規模（地震モーメント）との関係 

活 断 層 な ど の 内 陸 地 震 の 断 層 面 積 ሺS  ሾkmଶሿሻと 地 震 モ ー メ ン ト

ሺM଴  ሾN · mሿሻの経験的関係式に関する既存の研究成果として、入倉・三宅

（2001）では、 

M0 ൌ ሺS/2.23 ൈ 109ሻ
3
2ൗ ൈ 10െ7（Mw ൏ 6.5）(1-1 式)    

  M0 ൌ ሺS/4.24 ൈ 105ሻ
2
ൈ 10െ7 （ 6.5 ൑ M୵）(1-2 式)  

としている（Mwはモーメントマグニチュード）。 

地震規模の大きい内陸長大断層にも対応する経験的関係式として、

Irikura and Miyake (2011)の 3-stage model のスケーリング則に基づく、

Murotani et al.（2010）や田島・他（2013）の関係式がある。Murotani 

et al.（2010）では、Ｍw7.4 以上で 

M0 ൌ 1.0 ൈ S ൈ 1011 （ 7.4 ൑ Mw）(1-3-1 式)    

とし、田島・他（2013）では、Ｍw7.5 以上で 

M଴ ൌ 0.877 ൈ S ൈ 10ଵଵ（ 7.5 ൑ M୵）(1-3-2 式)       

としている。 

（２）断層すべり量と地震規模（地震モーメント）との関係 

断層全体の平均すべり量（Dμ   ሾmሿ）と地震モーメント（M଴  ሾN · mሿ）の

関 係 は 、 断 層 の 面 積 （ S  ሾkmଶሿ） と 剛 性 率 （ μ   ሾN/mଶሿ） を 用 い て

 M୭ ൌμ ൈ Dμ ൈ S  ,      ሺ μ ൌ 3.43 ൈ 10ଵ଴  ሾNmሿとした ሻ  で表される。この関

係と上記の経験的関係式より、平均すべり量（Dμ   ሾmሿ）と地震モーメン

ト（M଴  ሾN · mሿ）との関係は、 

入倉・三宅(2001)： 

  M୭ ൌ ቀ2.23 ൈ 3.43 ൈ 10ଵ଴ ൈ Dμ ቁ
ଷ
ൈ 10ିଵଷ ሺM୵  ൏ 6.5ሻ   （2-1 式） 

  M୭ ൌ ሺ4.24 ൈ 3.43 ൈ 10ଵ଴ ൈ Dμ ሻଶ ൈ 10ିଷ  ሺ6.5  ൑ M୵ሻ    （2-2 式） 

  Murotani et al.（2010）： 
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     Dμ ൌ 2.9                                                              ሺ7.4 ൑ M୵ሻ     （2-3-1 式） 

田島・他（2013）： 

Dμ ൌ 2.6                                                             ሺ7.5 ൑ M୵ሻ     （2-3-2 式） 

となり、特に、Ｍw7.4 程度以上では、平均すべり量が３ｍ程度で飽和

することを示している。両式と既往地震データとの比較をみると、「断層

面積とＭw の関係」、「断層長さとＭw の関係」及び「Ｍw と断層すべり量

の関係」において、地震観測データを比較的良く説明できている（図 36）。 

一方で、日本海東縁部で発生した 1964 年新潟地震、1983 年日本海中

部地震及び 1993 年北海道南西沖地震の既存の解析結果による平均すべ

り量は 4.5ｍ程度となった。このため、本検討会では、内陸地震の関係

式を同様に地震規模が大きくなると断層すべり量が飽和するとして、日

本海東縁部で発生した既往地震の平均すべり量 4.5ｍで頭打ちとなる関

係式を設定した (図 37)。 

  M୭ ൌ ቀ2.23 ൈ 3.43 ൈ 10ଵ଴ ൈ Dμ ቁ
ଷ
ൈ 10ିଵଷ ሺM୵  ൏ 6.5ሻ    （3-1 式） 

  M୭ ൌ ሺ4.24 ൈ 3.43 ൈ 10ଵ଴ ൈ Dμ ሻଶ ൈ 10ିଷ  ሺ6.5  ൑ M୵ ൏ 7.7ሻ （3-2 式） 

  Dμ ൌ 4.5                                                              ሺ7.7 ൑ M୵ሻ  （3-3 式） 

なお、上式から断層面積と地震規模の関係は以下となる（図 38）。 

M0 ൌ ሺS/2.23 ൈ 109ሻ
3
2ൗ ൈ 10െ7（Mw ൏ 6.5）(4-1 式)    

  M0 ൌ ሺS/4.24 ൈ 105ሻ
2
ൈ 10െ7 （ 6.5 ൑ M୵ ൏ 7.7）(4-2 式)  

M଴ ൌ 1.54 ൈ S ൈ 10ଵଵ（ 7.7 ൑ M୵）    (4-3 式)  

  

【参考】断層面積が求まらない場合の断層長から地震規模を推定する式 

  本検討会では、断層面積が求まらない場合に断層の長さから地震規模

やすべり量を求める式の検討を行った。なお、今回の断層の設定では全

て断層面積を求めることができたため、これらの推定式は使用していな

い。 

①   以下の関係式で断層長さ L (m)からMw を算出する 

     log L ൌ 0.6M୨ െ 2.9  （松田、1975） 

     Mw ൌ Mj െ 0.3  （内閣府、2013） 

    logM଴ ൌ 1.5M୵ ൅ 9.1  
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②   断層長 Lと断層幅Wの関係式を以下の通り仮定し、面積 S ൌ LW 

及び今回設定した関係式(4-1 式)～(4-3 式)からマグニチュード

Mw、さらに関係式(3-1 式)～(3-3 式)から断層すべり量を算出す

る。 

W ൌ 0.5L      ൫0.5L sinθ ൑ D൯ 

W ൌ D/ sinθ       ൫0.5L sinθ ൒ D൯  

ここでθは傾斜角、D は地震発生層の深さ（本検討では 15 ㎞

もしくは 18 ㎞）  

（３）すべり量の分散の考慮 

既往研究による過去の地震の平均すべり量にはばらつきがみられる。

防災上の観点からはより大きなすべり量のそのような断層モデルを想定

対象とすることが重要である。このため、日本海側で解析結果のある最

大規模の地震として 1983 年日本海中部地震及び 1993 年北海道南西沖地

震の既往断層モデルのすべり量のばらつきを考慮し、平均すべり量（Dμ）

にばらつきの標準偏差（σ＝1.5ｍ）を加えたモデルも検討した（図 39）。 

  Dσ ൌ Dμ ൅ 1.5                    （4 式） 

地震モーメントに応じてすべり量の分散を求めて、それぞれの分散を

加味することも考えられるが、ここでは最大規模のマグニチュード（Ｍ

w7.7 ）に対応する標準偏差（σ＝1.5ｍ）をＭw7.7 以下の断層に対して

も一律加算した（図 40）。 

日本海における最大クラスの津波断層モデルのすべり量の設定は、こ

の方式によることとした（図 39）。 

５．２ 断層上端の深さ・断層幅  

断層上端の深さは、各断層モデルの海底における位置での平均水深＋1 

km とした(図 41)。 

また、断層上端と断層下端の深さ及び傾斜角から断層幅を算出する。た

だし、断層のアスペクト比（断層長さ／断層幅）が 2.0 未満とならないよ

うにした。 

【参考】今回の津波計算での地殻変動量計算における断層上端の取り扱い 

今回の津波の概略計算では、断層運動による海底の地殻変動量を Okada

（1992）により求めることとした。Okada（1992）では半無限弾性体表面に
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おける地殻変動量を、表面から断層上端までの距離、断層の長さ、幅、傾

斜角、断層変位ベクトルから求めるが、断層上端までの距離については、

各地点の海底面からの距離を用いた。このため、海底地形の起伏が大きい

場合は、平均海底面＋1 ㎞とする断層上端の深さより海底面が深くなる場

所があり、そのような場合は、断層上端までの距離は 0km として地殻変動

量を計算した。図 42 に断層上端深さが海底地形の水深よりも浅い場合を示

す。 

 

５．３ すべり角の設定について  

 すべり角の設定については、３．６で説明したとおり、各断層面上の最

大せん断応力方向から求めることとした。計算の結果、ＷＧにおいて逆断

層タイプとされた断層では、ほとんどが 60°以上の高角となっている。ま

た、西日本の横ずれとされた断層のすべり角は、5°から 30°で、10°以

下のものが多い。 

津波への影響の観点から見ると、逆断層については高角となっており概

ね妥当な値と思われるが、横ずれ断層については、津波を起こしにくい低

角なものが多いことから、今回の検討では、横ずれ断層に対して上下方向

の断層変位を与える方法について検討することとした。このための参考と

なるデータはほとんど無く、今回の検討では、西日本の日本海側の横ずれ

断層の地震である 1943 年鳥取地震での地表地震断層の露頭における垂

直・水平変位量から求めたすべり角（図 43、表４）を参考にして、横ずれ

断層において上下方向の変位を考慮する場合には、すべり角の値を 35°に

設定することした。  

適用した断層はすべり角が±35°以内のセグメントを持つ横ずれ断層（F 

44,F48,F49,F51,F52,F54,F55,F57,F58,F59,F60,F56）の 12 断層である。 

 最大せん断応力方向からすべり角を求めた場合とすべり角を 35°とし

た場合の津波高の比較を図 44 に示す。津波高が大きく変わったものとして、

F54 では、高いところで１～２ｍだったものが３～５ｍ程度へ、F55 では、

高いところで３～４m 程度であったものが５～７m 程度になる。 
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５．４ 大すべり域  

（１）大すべり域の設定 

津波断層モデルには、実際の地震のすべりの不均質性を考慮して、大

すべり域を設定した。大すべり域の設定方法は以下のとおりとした（中

央防災会議，2007））（図 45）。 

  ・大すべり域のすべり量は平均すべり量の２倍とする。 

  ・大すべり域の面積は断層全体の 20％程度とする。 

・大すべり域の深さ方向の幅は断層幅の 50％程度とする。 

（２）大すべり域の位置の設定 

  また、大すべり域の位置や形状は以下の通り設定する。 

・大すべり域は小断層からなる矩形（くけい）とする 

・大すべり域は、各セグメントの浅部側に一つ配置する。 

・各セグメントの大すべり域のすべり量はセグメントの大きさによら

ず、総地震モーメントから求まる平均すべり量の２倍とする。 

・背景領域（大すべり域ではない領域）のすべり量は、総地震モーメ

ントが平均すべり量モデルと同じとなるように設定する。 

・大すべり域の位置により津波が高くなる場所が異なるため、走向方

向に位置を変えた場合を検討する。位置の変え方は以下のケースを

考える（図 46）。 

基本ケース：走向方向に位置を変えて右側、中央、左側の３ケース

を設定する 

隣接ケース：複数のセグメントがある場合は、大すべり域が隣接し

たケースも考慮する。隣接ケース数はセグメントの数

で異なり、セグメントが二つの場合：１ケース、三つ

の場合：２ケース、四つの場合：４ケースとなる。 

 

５．５ 1993 年北海道南西沖地震に相当する断層  

３．１で述べた通り、奥尻島の西方海域は反射法地震探査の断面データ

による断層の設定が難しい地域である。しかし、この地域における最大ク

ラスの津波想定として北海道南西沖地震に相当する津波断層モデルが必要

と考えられることから、1993 年北海道南西沖地震の地震津波観測データに
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基づく既存研究による震源断層モデル参考に、奥尻島付近の津波高を再現

する津波断層モデルを設定することとした。 

既存研究によるモデル（(Tanioka et al.,1995)、(高橋・他,1995）など）

では、奥尻島における津波の高さと地殻変動を説明するモデルとして、奥

尻島西方沖に東傾斜の逆断層のセグメントを南側領域に設定している。し

かし、反射断面データではこの断層を確認することができなかった。この

ため、今回の検討では、南側のセグメントについては、既存研究の断層モ

デルの中で、奥尻島の津波高の再現性の高い高橋・他（1995）モデルの南

側二つのセグメントを参考に走向とすべり角を設定した。また、北側のセ

グメントは今回の断層トレースに沿ったセグメントを設定し、更に北端に

ついては F13 と F12 の南端との連動を考慮して、二通りの断層を設定した

（図 47）。これらによる津波計算結果と北海道南西沖地震の津波痕跡高・

地形との比較を図 48-1～図 48-4、図 49-1～図 49-2 に示す。 

 

５．６ 本検討会で設定した津波断層モデル  

 今回の検討では、既存の反射法地震探査の断面データや地質構造等関す

る最新の知見に基づき、断層の連動性を考慮し、日本海における最大クラ

スの地震を設定するための断層のグルーピングを行った。また、世界の内

陸の地震や日本海東縁部で発生した地震の解析結果をもとに、地震の規模

とすべり量との関係を整理した。断層のすべり量については、このばらつ

きを考慮し、断層面積とすべり量との平均的な関係式から得られるすべり

量に、ばらつきの標準偏差（σ）に相当する 1.5ｍを加えた量を設定した。 

これらのことから、本検討会で設定した断層は、現時点における科学的

知見に基づく日本海側の活断層タイプの地震による最大クラスの津波の検

討のための津波断層モデルとして提案するものである。 

本検討会で検討した最大クラスの断層は、全部で 56 断層である。この断

層のなかで、F20 と F30 の２断層については、それぞれ F21 と F23、F31 と

F32 の断層が連動して発生すると想定したものである。しかし、これら F21、

F23、F31、F32 の断層は、それぞれ単独で発生する可能性も高いと考えら

れるもので、かつその規模も大きいことから、これら４断層（F21、F23、

F31、F32）についても、最大クラスに相当する断層として津波断層モデル
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を検討した。 

本検討会において設定した津波断層モデルは 60 断層（最大クラス 56 断

層、最大クラス相当４断層）となっている。これらの断層の位置を図 50

に、断層パラメータを表５、表６に示す。 

これらの日本海で想定した地震の規模はＭw6.8～Ｍw7.9（図 51） であ

り、太平洋側の海溝型地震の最大クラスの地震の規模（Ｍw8.7～Ｍw9.1）

と比べると小さい（図 52）。 

すべり量でみると 5.0ｍ以上（Ｍw7.7 以上に相当）となるものは 12 個、

そのうち 6.0ｍ以上（Ｍw7.8 以上に相当）のものは８個。モーメントマグ

ニチュードの最大はＭw7.9 で、相当するものが２個（F01、F24）存在する。

また、日本海東縁部に規模の大きな断層が多く分布し、日本海南縁部で最

大のものはＭw7.6 である。 

なお、海底断層のグルーピングにおいては、津波の影響がある程度広範囲

になる断層として 40km 程度の長さものを抽出したが、沿岸近くの短い断層

でも、直近の地域においては最大クラスの津波となる可能性がある。今回

の検討ではこのような断層は検討の対象外としているため、関係道府県に

おいてはこの点も留意しつつ想定すべき断層の検討を行う必要がある。 

また、中央防災会議の首都直下地震対策の検討ではＭw6.8 以下の地震に

ついては地表に断層が現れない可能性があり、どこでも起こりうる地震と

して取扱っており、関係道府県の防災対策の検討においてもこの点につい

ても留意する必要がある。 

 

５．７ 本検討会での検討と地震調査委員会（2003a）での検討における考

え方（比較） 

本検討会で設定した日本海における最大クラスの津波断層モデルと、地

震調査委員会（2003a）で検討された日本海の想定地震の震源域・規模につ

いて、それぞれの考え方の違いを整理しておく。 

 

［地震調査委員会（2003a）での考え方］ 

地震調査委員会（2003a）は、日本海東縁部で発生する地震について、日

本海東縁部に沿って設定した以下の各領域で東西方向から圧縮する力を受
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けて繰り返し M7.5 以上の地震が発生するものと考え、地震活動の長期評価

を行ったものである（図２）。 

○M7.5 以上の地震の発生したことが地震観測及び歴史記録から知られ

ている領域。（北海道西方沖、北海道南西沖、青森県西方沖、山形県

沖、新潟県北部沖） 

○地震観測及び歴史記録からは M7.5 以上の大地震の発生が確認されて

いないが、地震性堆積物・津波堆積物から過去に地震が発生したこと

が考えられ、領域の大きさから、将来 M7.5 以上の大地震が発生する

可能性があると判断した残りの領域。（北海道北西沖、秋田県沖、佐

渡島北方沖） 

なお、新潟県北部沖及び佐渡島北方沖より南西側の日本海の領域は評価対

象としていない。 

 

［本検討会における考え方］ 

本検討会では、日本海での最大クラスの地震について、次のように考え

検討した。 

○日本海東縁部で発生する地震は、地震調査委員会（2003a）において設

定した領域に限らず、内陸の活断層タイプの地震と同様の発生メカニ

ズムを持つ地震が、日本海東縁部のどこででも発生する可能性がある

として整理するのが妥当である。 

○内陸で発生する活断層タイプの地震は、その規模が大きくなると地表

に変位が現れ、同じ断層が繰り返し発生することにより断層が地表で

確認されるようになる。海域で発生する活断層タイプの地震について

も同様に、規模が大きな地震が繰り返し発生することにより、海底付

近に断層が形成されることとなる。 

○本検討会では、この考えに従い、海底付近の断層を抽出して海底にお

ける断層トレースを設定し、断層の間隔、走向、傾斜等を基にグルー

ピングを行い、断層トレースから想定される最大クラスの断層を検討

することとした。日本海南縁部についても同様、この考え方により統

一的に検討した。 

 以上のことから、本検討会で検討した津波断層モデルについては、次
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のとおりに整理される。 

○本検討会では、現時点の資料で海底付近に確認される断層トレース等

をもとに断層のグルーピングを行い、日本海東縁部のみでなく日本海

南縁部も含む日本海の日本列島側の全領域において、発生する可能性

のある最大クラスの津波断層モデルを網羅的に検討されたものであ

る。 

○なお、日本海東縁部において、本検討会の津波断層モデルと地震調査

委員会（2003）の想定震源域を比較すると、本検討会の津波断層モデ

ルは、地震調査委員会が想定した震源域内に止まらず複数の領域にま

たがって設定されているものもある。 

 

なお、今回の検討における最大クラスの津波断層モデルは、既往地震の

津波高を参考にしたものではなく断層のグルーピングにより検討したもの

であるが、断層を形成した既往地震の最大のものを検討したことに相当す

るものではないかとの意見もある。 

しかし、断層の形成は、地震が繰り返し発生したことによるものである

ことに着目すると、本検討会での検討は、何千年あるいはそれ以上の長い

期間をかけて形成された海底断層をグルーピングすることにより検討した

ものであり、現時点での科学的知見のもとに検討した最大クラスの地震と

しては、最も妥当な考え方によるものであると考えている。 

 

５．８ 今回想定した地震の発生の切迫性について  

今回設定した津波断層モデルは、日本海側の活断層タイプの最大クラス

の津波の断層モデルとして想定したものであり、日本海で次に発生する可

能性の高い地震を想定したものではない。活断層の地震の発生間隔はその

多くが千年から数千年の間隔と想定されているが、その地震が何時発生す

るかは分からない。 

地震調査委員会（2003a）の評価によると、日本海東縁部の地震は、領域

によって異なるが、発生間隔が短い領域で、500 年から 1000 年、長い領域

では、3900 年程度間隔で繰り返し発生していると推定している（地震調査

委員会では、今後この長期評価の改訂を検討することとしている）。 
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日本海における地震の発生頻度は、太平洋側に比べ低く、日本海の中で

見ると、日本海東縁部に比べると日本海南縁部はさらに低い。しかし、地

震・津波対策を検討するにおいては、いずれの地域でも、これらの地震が

「いつ発生するか分からない」、言い換えると、「近い将来に発生する可能

性も考えられる」として備えることが重要である。 

なお、中央防災会議における首都直下地震対策や中部圏・近畿圏直下の

地震対策の検討では、少なくとも最近 500 年以内に発生した活断層の地震

については検討対象外としている。この考えに従うと、最近発生した 1993

年北海道南西沖地震や 1983 年日本海中部地震、1964 年新潟地震について

は、当面のところこれらの断層による地震が発生する可能性はほとんどな

いと考えられるが、今回設定した津波断層モデルからこれらを除いてはい

ない。 

 

６．津波断層モデルによる 50ｍメッシュでの津波計算  

 今回設定した 60 の津波断層モデルによる津波の規模の把握と過去の日

本海で発生した津波高との比較等による津波断層モデルの評価や、関係道

府県が津波想定を行う際の支援として各道府県へ影響のある断層を抽出す

るために津波の概略計算を行っている。今回の津波計算は、日本海側（北

海道知床半島から長崎県平戸まで）の沿岸の範囲を最小のメッシュサイズ

は 50ｍで区切って計算（図 53）としており、詳細な地形を反映したもので

ない。関係道府県における津波浸水想定においては、詳細地形（10ｍメッ

シュ程度）を用いて、潮位・堤防条件等を設定した詳細な津波浸水計算が

必要である。 

６．１ 計算方法・条件  

 津波計算で用いた計算理論式、計算時間、潮位条件等は以下のとおり。 

計算条件 内容 

計算理論式 非線形長波式 

計算時間  ６時間 

潮位条件※  T.P.+0.0m 

計算メッシュサイズ  詳細領域 50ｍ～外洋大領域 1350m  

また、堤防は考慮していない。 
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初期水位を求める際には、Tanioka and Satake (1996)に従い、水平成分

の地殻変動の水位への影響を考慮した。 

※日本海の潮位：日本海の平均水面は、T.P.+（東京湾平均海面上）0.2ｍ

程度である（箱岩、2002）（図 54）。また、津波浸水シミュレーションは

朔望平均満潮位条件で実施されるが、日本海沿岸の各自治体では概ね

T.P.+0.5～0.6ｍ程度の潮位を設定している（表７）。 

 

  

６．２ 津波の検討ケース  

本検討会で津波断層モデルを設定した 60 断層の津波計算にあたっては、

セグメント単位で大すべり域が異なる組み合わせになることも考慮し、図

46 に示すように、大すべり域の場所についての全ての組み合わせを網羅的

に検討することとした。結果、60 断層について計 253 ケースについて検討

することとした。 

 

６．３ 計算結果  

（１）過去の地震による津波高との比較 

全 60 断層モデルにおいて大すべり域の位置を変えた計 253 ケースの

最大値と津波痕跡高及び津波堆積物標高との比較を図 55-1～図 55-2 に

示す。今回設定した津波断層モデルによる津波の高さは、現時点での資

料ではあるが、全体として過去の津波の痕跡等の高さ及び津波堆積物の

高さと概ね同じかそれよりも大きいものとなっている。今回設定した津

波断層モデルは、日本海における最大クラスの断層モデルとして妥当な

ものであると言える。  

今回設定した津波断層モデルのうち、1983 年日本海中部地震及び 1993

年北海道南西沖地震の津波断層モデルに相当する津波の高さとこれら地

震の津波痕跡高とを比べると、全体的に見ると概ね同程度の高さである。

このことは、言い換えると、1983 年日本海中部地震及び 1993 年北海道

南西沖地震は、日本海における最大クラスの地震に相当するものである

と言える。 

これらの比較においても、４章における過去地震の津波痕跡高との比
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較における検討と同様、地形の影響やソリトン分裂等により局所的に高

くなるものについては今回の計算では表現できていないことについては

同じである。 

このことについて点検するため、北海道南西沖地震による奥尻島の津

波については、50ｍメッシュでの津波計算による浸水エリアと津波痕跡

が調査された地点とを比較した（図 48-1〜図 49-2）。これらの図から、

津波の痕跡が確認された殆どの地点が 50ｍメッシュでの浸水エリアに

対応していることが分かった。したがって、今回設定した津波断層モデ

ルは、概ね妥当なものになっていると評価される。 

しかし、先に述べたとおり、一部、沢筋のような地点での津波の痕跡

や、急に標高が高くなるような地点で確認された津波の痕跡とは対比し

ていないことが分かる。これは、今回の 50ｍメッシュでの津波計算が、

詳細な地形の影響等や 3 次元的な津波の挙動を反映する計算方法ではな

いことによるものであると思われる。今回の計算結果を利用するにはこ

のことに留意する必要がある。 

（２）全断層の最大となる津波高（帯図（平地・全海岸線）） 

  沿岸の津波高は、一般的に切り立った崖地で高くなるため、市街地等

のある平地に到達する津波の高さとは大きく異なることがある。このた

め、各断層の最大となる高さを示すにあたり、平地※とそれ以外の地域

に分けて表示することとした。 

全海岸線の各地点及び平地の各地点の 60 断層モデル（253 ケース）の

中で最大となる津波高をプロットした帯図を図 56-1～図 56-2 に示す。 

※平地：海岸線から 200ｍ程度以内の標高が８ｍを超えない海岸線を平

地（の海岸線）として取り扱う。 

（３）各断層・各市町村における平均津波高※・最大津波高 

  関係道府県への津波浸水想定を支援するため、各市町村における津波

高を集計した。 

＜集計方法＞ 

全海岸線及び平地それぞれについて 

①  60 断層モデル 253 ケースの津波計算結果をもとに、各市町村の沿

岸の各地点の津波高から平均津波高 ※ と最大津波高をケース毎に
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253 個求める。 

②同じ断層モデルの大すべり域の異なるケースからの中から最大とな

る平均津波高※と最大津波高を選び出し、60 断層毎の平均津波高※

及び最大津波高を求める。 

以上の集計をもとに、各市町村における 60 断層毎の平地の平均津波

高※及び最大津波高を図 57-1 及び図 57-2 に、全海岸線の平均津波高※

及び最大津波高を図 57-3 及び図 57-4 に示す。 

東日本の市町村では平均津波高※が３ｍ以上となる断層が複数ある

が、西日本の市町村では平均津波高※が３ｍ以下の断層となっている。 

  また、各市町村における平地及び全海岸線の平均津波高※・最大津波

高について 60 断層の中での最大値を表８に示す。 

※：ある断層において、大すべり域の位置の違うケース毎に各市町村の

沿岸における平均津波高・最大津波高を求め、その中で最大のものを

その断層における平均津波高・最大津波高とした。 

（４）関係道府県へ影響の大きな津波断層モデル 

  関係道府県における津波浸水想定における津波断層モデルの設定の参

考として、関係道府県へ影響の大きな津波断層モデル（道府県内の市町

村において平均津波高（平地または全海岸線）が最大となる津波断層モ

デル）を抽出した（図 58）。 

 

６．４ 日本海で発生する津波の特徴  

 太平洋で発生する津波と日本海で発生する津波は、断層の位置・大きさ・

深さが異なることからその特徴も異なる。日本海における津波の特徴をま

とめたので、関係府県においてはこれらを念頭において津波対策を検討す

る必要がある。 

（１）津波の高さと到達時間 

＜地震の規模の割には津波高が高く、到達までの時間が短い＞ 

  日本海東縁部で発生する地震の特徴は、太平洋側の地震と同じマグニ

チュードであっても、断層が浅く、かつそれが高角であることにある。

そのため、海底の上下変動が大きくなり、津波が高くなりやすい（図 59）。

マグニチュード７クラスの地震であっても、大津波の危険性があること
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から、油断は禁物である。 

一方、太平洋側に比べると日本海側の津波は、周期が５～10 分程度と

短く浸水範囲は拡がりにくい。 

また、海岸線に近接した断層が多く、これらによる津波が到達するま

での時間が短いという特徴がある。各町村における津波が沿岸部で 30cm

となる最短の時間を図 60 に示す。 

（２）津波の伝わり方 

＜東北沖で発生した津波が中国地方で大きくなる場合がある＞ 

一般的には震源断層の近くでは津波は高く、震源から離れるにつれ次

第に低くなる。しかし、日本海の東北沖で発生した津波は、やや離れた

ところではあるが、北陸地方や関西地方の沿岸部より更に西方の中国地

方沿岸部の津波の方が高くなる場合がある。これは、東北沖の日本海中

央部から中国地方沿岸部にかけて海底地形の浅いところ（大和堆、北隠

岐堆など（図 61-1 参照））があり、東北沖で発生した津波がこれら浅い

ところに集まり、それらに沿って伝播するためである（図 61-2、図 61-3）。 
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７ おわりに  

今回、限られた知見の中ではあるが、現時点で活用できる大量の反射法

地震探査の断面データや、既存の研究成果等を最大限活用し、日本海にお

ける最大クラスに相当する津波断層モデルを設定した。 

日本海沿岸の関係道府県においては、この成果を活用し、津波防災地域

づくり法に基づく津波浸水想定を速やかに設定するとともに、津波災害警

戒区域の設定や推進計画の策定など、津波に強い地域づくりに向けた取り

組みを推進していただきたい。 

 

＜留意事項及び今後の課題＞ 

本検討結果を活用にあたっての留意点と今後の課題を以下に挙げる。 

 

○今回の検討は、日本海側の関係道府県が参照できる統一的な津波断層モ

デルとして、日本海における最大クラスの津波断層モデルの設定を目的と

したもので、沿岸付近の短い断層については検討対象としていない。各自

治体において防災対策を検討する際には、本検討結果以外の沿岸付近にあ

る活断層を検討対象に含めること等について留意すべきである。また、Ｍ

w6.8 程度よりも小さな地震は、海底や陸上に活断層が現れない可能性があ

り、このことについても留意する必要がある。 

 

○今回計算した 50ｍメッシュでの津波の高さは、各津波断層モデルによる

津波の高さ等を全体的に概観するには妥当なものである。しかし、地形の

影響等により局所的に高くなるような津波は表現されていないことに留意

する必要がある。また、津波の計算は T.P.0.0ｍの潮位高さで計算したも

ので、海岸堤防も設定していないことにも留意する必要がある。 

 

○日本海で発生した過去の津波については資料が少ない。歴史資料による

調査のみならず、津波堆積物や海底での活断層の履歴等が評価できる調査

を実施し、数千年から一万年以上前に遡り、日本海側で津波を起こす地震

の発生履歴や津波の規模を検討できるようにする必要がある。 
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○奥尻島の西側については、浅部の調査は実施されているが、北海道南西

沖地震後に広域的な斜面崩壊が多数観察されるなど、この周辺は堆積物が

保存されにくく断層や褶曲構造の推定が困難な領域である。このため、よ

り深部までの構造が解明できるような調査が重要であり、地震の発生メカ

ニズムを評価するためには、奥尻島の西方のみでなく、日本海全体におい

て、より深部までの地殻構造の調査を推進する必要がある。 

 

○現在、日本海側については、文部科学省による「日本海地震・津波調査

プロジェクト」(平成 25 年～平成 32 年)等の調査研究が進められており、

これらの調査がまとまった時点で、必要に応じ関係道府県ではこれらの動

向を踏まえ、各種津波対策について修正・見直し等を行うのが適当である。 

 

○今回の検討は、日本海における最大クラスの津波断層モデルを検討した

が、強震断層モデルの検討は行っていない。強震動等による防災対策の検

討においては、経験式による方式あるいは強震断層モデルによる方式によ

り別途検討する必要がある。 
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（参考）本検討会における用語の取扱について  
 この報告で用いる用語については、一般の方々に分かり易いものとする

ことと併せて、専門家にも誤解なく理解されるものとする必要があること

から、アスペリティ等、断層モデル等に関する専門用語については、誤解

を与える可能性のある用語を避けることが望ましい。 

本検討会の報告で用いる用語については、内閣府「南海トラフの巨大地

震モデル検討会」、「首都直下地震モデル検討会」において整理された用語

を用いることを基本とし、その際に整理されていなかった用語については

地震調査研究推進本部や気象庁で用いられている用語を用いた。 

 

用語集目次 

（１） 海底断層等に関する用語 

①  海底断層 

②  断層トレース 

③  褶曲（しゅうきょく） 

④  断層のグルーピング 

（２） 反射法地震探査に関する用語 

①  反射法地震探査 

②  反射法地震探査（測線） 

③  反射法地震探査断面データ（反射断面データ） 

（３） アスペリティに替わる用語 

①  強震動生成域 

②  大すべり域、超大すべり域 

（４） 「断層モデル」等の呼称 

①  震源断層モデル 

②  長周期地震断層モデル 

③  津波断層モデル 

④  震源断層域 

（５） マグニチュード 

①  モーメントマグニチュード（Ｍw） 

②  津波マグニチュード（Ｍt） 

③  気象庁マグニチュード（Ｍj） 

④  表面波マグニチュード（Ｍs） 

（６） 津波に関する用語 

①津波高（津波の高さ） 

②津波痕跡高 

  ③浸水深 
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（１）海底断層等に関する用語 

①海底断層 

地震時に動いたと思われる断層のうち海底下に認められるもの。 

②断層トレース 

地表もしくは海底に認められる断層を、連続して認められる断層の位

置をつなげた線を断層トレースと呼ぶ。 

③褶曲（しゅうきょく） 

堆積当時水平であった地層が地殻変動により波上に変形した地質構

造を褶曲という。 

④断層のグルーピング 

本検討会では、ある領域内の複数の断層トレースのうち走向や傾斜等

を加味し、同時に破壊すると考えられるものを一つの断層としてまとめ

る作業を断層のグルーピングと呼ぶ。 

 

（２）反射法地震探査に関する用語 

①反射法地震探査 

海上の船舶から音波を発信し、音波の反射波の往復時間と強度を測定

することで、海底面や地層の境目、断層等の位置を推定する海底探査の

方法。 

②反射法地震探査（測線） 

探査は海面を直線上に移動しながら行われる。この探査を行う線を測

線という。 

③反射法地震探査断面データ（反射断面データ） 

反射法地震探査により得られるデータは、水平方向は測線上の位置、

鉛直方向は音波の往復時間（音速から鉛直方向の深さへ変換される）の

2 次元の断面上のデータとなる。本検討会ではこのデータを反射断面デ

ータと呼ぶ。 

 

（３）アスペリティに替わる用語 

「アスペリティ」は、強い強震動を発生させる領域と、断層すべり

の大きな領域の両方を示す用語として使用されてきたが、2011 年東北
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地方太平洋沖地震の詳細な解析の結果、両者は必ずしも一致するもの

でなく、領域的にも異なる場合があることが明らかとなった。 

「アスペリティ」は、これまで専門家のなかでも多様な意味を持つ

用語として使用されてきており、誤解が生じないように次のとおり分

類して整理することとする。 

①強震動生成域 

震度分布を評価するための断層モデルに使用する用語で、断層面のな

かで特に強い地震波（強震動）を発生させる領域を言う。この用語は、

強震動の研究分野において用いられている用語である。なお、断層面の

その他の領域は、従来と同様、強震動生成域の背景領域と言う。 

②大すべり域、超大すべり域 

大（おお）すべり域は、津波を評価するための断層モデルに使用する

用語で、断層面のなかで大きくすべる領域を言う。その中でも特に大き

くすべる領域を、超大（ちょうおお）すべり域と言う。断層面のその他

の領域は、津波背景領域と言う。 

 

（４）「断層モデル」等の呼称 

地震時に動いた断層が震源断層と呼ばれ、この断層モデルを震源断

層モデルと言う。震源断層モデルには、強震動を評価するための断層

モデルと、津波を評価するための断層モデルがある。また、津波を評

価するための断層モデルにより海域に形成された地殻変動により津波

が発生することから、海域の地殻変動の領域が津波波源域と呼ばれて

いる。これらの用語について、誤解が生じないよう次のとおり分類し

て整理することとする。 

①震源断層モデル 

地震時に動いた断層が震源断層と呼ばれ、この断層モデルを震源断層

モデルと言う。 

②強震断層モデル 

強震動（強震波形、震度）を評価するための断層モデルを強震断層モ

デルと言う。 

③津波断層モデル 
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津波を評価するための地殻変動を計算する断層モデルを津波断層モ

デルと言う。本検討で設定する断層モデルは津波断層モデルである。 

④震源断層域 

地震時に動いた断層の領域であり、強震断層モデル、長周期地震断層

モデル、津波断層モデルを包絡する領域である。 

なお、強震断層モデル、長周期地震断層モデル、津波断層モデルに対

応する領域を、それぞれ強震断層域、長周期地震断層域、津波断層域と

言う。また、トラフ沿い（海溝沿い）津波断層モデルに対応する津波地

震を考える領域は、トラフ沿い（海溝沿い）津波断層域と言う。 

【補足】 

○震源域 

基本的には、震源断層域と同じである。しかし、強震断層モデルに対

応する断層域を単に震源域と呼ぶこともあり、これまで定義が曖昧であ

った。中央防災会議では、過去、強震断層モデルに対応する領域を震源

域と呼んできたが混乱が生じないように、震源域の用語は用いないこと

としている。  

○津波波源域 

津波を発生させた海の領域である。地震時の断層運動により海域に形

成された地殻変動により津波が発生することから、津波波源域は、概ね

この地殻変動の海域の領域に相当する。 

（５）マグニチュード 

マグニチュードは、地震の規模を表す用語として広く使用されており、

「規模の大きな地震」を、単に「マグニチュード（Ｍ）の大きな地震」

とか、「マグニチュード（Ｍ）８クラスの地震」などと表現されること

もある。一方、専門的な観点から見ると、マグニチュードを求める方式

には幾つかの方式があり、同じ地震でも方式が異なるとかなり違う値に

なることがある。このため、どの方式により決めた値なのかが区別され

るよう、求める方式それぞれにマグニチュードの名称が付けられている。 

ここでは、本報告書で用いている「モーメントマグニチュード」、「津

波マグニチュード」、「気象庁マグニチュード」の他、「表面波マグニチ
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ュード」について説明する。  

なお、本報告では、マグニチュードを「モーメントマグニチュード」

に統一して用いている。これは、気象庁マグニチュードのように地震の

規模が大きくなると頭打ちが見られることや、地震のタイプによりマグ

ニチュードの値に偏差を持つことがないからである。  

①モーメントマグニチュード（Ｍw） 

震源断層の断層面積と断層すべり量等をもとに地震の大きさを定義

したものに地震モーメント（Ｍo）と呼ばれるものがある。この量は、

物理的にもその意味が明確で、本報告での強震断層モデルや津波断層モ

デルの大きさ等も、この地震モーメントを用いて設定される。 

モーメントマグニチュード（Ｍw）は、地震モーメント（Ｍo）から次

式による求められる量で、Kanamori（1977）により提唱された。  

log Mo = 1.5 Ｍw + 9.1  

モーメントマグニチュードは、地震波の最大振幅から求められる他の

マグニチュードと異なり、頭打ちになることはなく、国際的にも共通し

て広く用いられている  

②津波マグニチュード（Ｍt） 

津波の観測データを用いて算出されるマグニチュードで、阿部（1981）

により提唱された。このマグニチュードは、概ねモーメントマグニチュ

ードと等価なもので、頭打ちは見られない。  

③気象庁マグニチュード（Ｍj） 

気象庁観測網の資料を用いて決めたマグニチュードのことを言う。気

象庁では、1957 年から、坪井（1954）が定めた最大振幅を用いる方式で

マグニチュードを決めるようになった。現在は、これとは異なる新しい

計算方式となっているが、基本的には坪井の方式による値と概ね同じ値

になるよう工夫された計算方式を用いている。 

気象庁マグニチュードは、例えば、東北地方太平洋沖地震は、モーメ

ントマグニチュードがＭw9.0、気象庁マグニチュードが速報値Ｍj7.9、

最終値Ｍj8.4 であったように、概ね８程度で頭打ちとなる。また、マグ

ニチュード６から７クラスの範囲では、プレート境界及びプレート内の

地震については、気象庁マグニチュードとモーメントマグニチュードは
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概ね同じであるが、内陸の地震では、例えば、兵庫県南部地震は、モー

メントマグニチュードがＭw6.9、気象庁マグニチュードがＭj7.3 と値が

異なる。内陸の地震の気象庁マグニチュードは、モーメントマグニチュ

ードより 0.3 程度大きな値になる。  

日本では、気象庁マグニチュードが広く利用されているが、近年では、

気象庁もモーメントマグニチュードを算出し公表している。  

④表面波マグニチュード（Ｍs） 

周期 20 秒程度の表面波を用いて算出されるマグニチュードは表面波

マグニチュード（Ｍs）と呼ばれている。規模の大きな地震を表す指標

として国際的に広く用いられてきたマグニチュードであるが、地震の規

模が大きくなると頭打ちすることから、近年では表面波マグニチュード

に代え、モーメントマグニチュードが広く用いられている。 

 

（６）津波に関する用語 

①津波高（津波の高さ） 

津波がない場合の潮位（平常潮位）から、津波によって海面が上昇し

た高さ（極値）までの差。観測値からは、第１波の津波の高さ、第２波

の津波の高さなど、複数の高さが求められる。 

②津波痕跡高 

津波がない場合の潮位（平常潮位）から津波痕跡までの高さ。痕跡高

の中に浸水高と遡上高が含まれる。 

③浸水深：地盤から津波痕跡までの高さ。 

 

  

検潮所における津波の高さと浸水深、痕跡高、遡上高の関係（気象庁ホームページより） 
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回数 開催日  

第１回 平成 25 年１月８日 設 置 、既 往 の調 査 研 究 成 果 の紹 介  

第２回 平成 25 年２月 13 日 既 往 の調 査 研 究 成 果 の紹 介  

第３回 平成 25 年３月 14 日 進 行 中 の調 査 研 究 の紹 介  

第４回 平成 25 年８月 26 日 海 底 断 層 WG の設 置 、検 討 スケジュール等  

第５回 平成 26 年１月 14 日 
海 底 断 層 WG の検 討 状 況 について 

（佐 渡 島 以 東 の断 層 の検 討 状 況 ） 

第６回 平成 26 年２月 20 日 
海 底 断 層 WG の検 討 状 況 について 

（佐 渡 島 以 西 の断 層 の検 討 状 況 ） 

第７回 平成 26 年３月 25 日 
海 底 断 層 WG の検 討 状 況 について、 

断 層 パラメータの設 定 について 

第８回 平成 26 年８月 26 日 報 告 書 案 について 

 

上記の他、平成 26 年 6 月 26 日及び平成 26 年 8 月 5 日に津波計算結果等

についての評価のための委員打ち合わせ会を実施した。 

 


